










　2017 年 1 月に米国が離脱したものの，環太平洋パートナーシップ協定（TPP：Trans
PacificPartnership）は，参加国 11 カ国を以て（1），同年 11 月の再合意，翌年 3 月の署名
を経て，その同年 12 月にはその発効に至った。TPP 発効により，その域内の工業製品や
農産品の関税は段階的に引下げられ，投資や知的財産権保護等の高水準のルールが定めら








トナムの 2017 年の一人当たり実質 GDP はわずか 1835 ドルに過ぎず，域内国で最も高い
オーストラリアの 55926 ドルの 3％程度あるのみならず，2 番目に低い 6173 ドルのペルー
と比較しても，3 倍程度の開きがある。それにも関わらず，高いハードルが予想される中，



































（2） 現職は本学国際教養学部専任講師（2019 年 4 月～）。それに先立ち，2008 年 7 月～2012 年 3 月に OECD 日
本政府代表部専門調査員を務め，国際投資や非加盟国協力の案件に関わり，多くの会合をフォローした経験
を持つ。その後，上武大学ビジネス情報学部（2012 年 4 月～2019 年 3 月）を経て，現職に至る。

































外国企業の進出を，①事業協力契約（BCC），②合弁投資，③ 100% 外国投資の 3 つの形
態と定めたが，多くの途上国が投資を規制する傾向にあった当時においては，外資出資比
率の規制を行わず，極めて開放的な法律だったとされる（石田（2000））。その後，外国投








































































その他業務上の制限，の 4 つの項目から計測され，それぞれで 0～1 の値を取り，それら
を加算・集計した結果が 1 に近ければ近いほど規制が強く，逆に 0 に近ければ近いほど規
制が緩いこととなる。また，2019 年 4 月現在，FDI 制限指数は 11 カ年分（1997 年，2003
年，06 年，10～17 年）のデータを抽出でき，これまで対象範囲の国数が徐々に拡大した
結果，最新の 2017 年分については，OECD に加盟する 36 カ国に加え，非加盟の 32 カ国
の計 68 カ国まで網羅している。その中で，ベトナムの FDI 制限指数は全ての年を網羅し
ており，その時系列推移を表したものが表 1 である。
　まず，最下段の全産業を集計した数値に着目すると，1997 年の FDI 制限指数は 0.668
だったが，その後の投資規制の撤廃が反映され，徐々に数値が低下し，20 年経過した
2017 年には 0.124 まで低下している。産業別に見ると，1997 年から 2017 年にかけて，農
林水産業等の第 1 次産業が 0.720 から 0.061，製造業等の第 2 次産業が 0.576 から 0.022，
サービス業等の第 3 次産業が 0.708 から 0.212 と，いずれも大幅な低下が見られる。そして，
産業間で比較すると，第 3 次産業が FDI に対して最も規制的であることが明確に窺える。
これは，前述したとおり，新投資法でも，投資家に一定の条件を満たした場合にのみ認め
られる条件付き投資分野の中に，第 3 次産業が多く含まれていることからも容易に推察す
ることができる。特に，表 1 により仔細に着目すると，例えば，2017 年の第 3 次産業の









表 1．ベトナムの FDI 制限指数の推移
産業分類＼年 1997 2003 2006 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
第１次産業 0.720 0.404 0.379 0.361 0.361 0.361 0.308 0.308 0.061 0.061 0.061
　農林水産業 0.820 0.448 0.398 0.358 0.358 0.358 0.358 0.358 0.103 0.103 0.103
　　農業 0.820 0.470 0.420 0.343 0.343 0.343 0.343 0.343 0.083 0.083 0.083
　　林業 0.820 0.425 0.375 0.373 0.373 0.373 0.373 0.373 0.123 0.123 0.123
　　漁業 0.620 0.270 0.220 0.208 0.208 0.208 0.208 0.208 0.020 0.020 0.020
　鉱業・採石業 0.620 0.450 0.500 0.520 0.520 0.520 0.308 0.308 0.020 0.020 0.020
第２次産業 0.576 0.286 0.240 0.099 0.099 0.099 0.099 0.099 0.022 0.022 0.022
　製造業 0.620 0.250 0.200 0.107 0.107 0.107 0.107 0.107 0.025 0.025 0.025
　　食品・その他 0.620 0.125 0.075 0.105 0.105 0.105 0.105 0.105 0.045 0.045 0.045
　　石油精製・化学 0.620 0.435 0.385 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　金属・機械・その他鉱物 0.620 0.238 0.188 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　電気・電子部品 0.620 0.109 0.059 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　輸送用機器 0.620 0.345 0.295 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　電力 0.310 0.250 0.225 0.054 0.054 0.054 0.054 0.054 0.010 0.010 0.010
　　　発電 0.620 0.500 0.450 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　　送電 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
　建設業 0.620 0.500 0.450 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
第３次産業 0.708 0.536 0.446 0.409 0.409 0.397 0.394 0.394 0.212 0.212 0.212
　流通 0.620 0.400 0.250 0.358 0.358 0.358 0.355 0.355 0.105 0.105 0.105
　　卸売 0.620 0.500 0.250 0.320 0.320 0.320 0.320 0.320 0.070 0.070 0.070
　　小売 0.620 0.300 0.250 0.395 0.395 0.395 0.390 0.390 0.140 0.140 0.140
　運輸 0.870 0.800 0.750 0.676 0.676 0.668 0.668 0.664 0.480 0.480 0.480
　　陸運 0.870 0.800 0.750 0.614 0.614 0.614 0.614 0.601 0.351 0.351 0.351
　　海運 0.870 0.800 0.750 0.645 0.645 0.620 0.620 0.620 0.570 0.570 0.570
　　空運 0.870 0.800 0.750 0.770 0.770 0.770 0.770 0.770 0.520 0.520 0.520
　ホテル・レストラン 0.620 0.338 0.288 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.058 0.058 0.058
　メディア 0.620 0.550 0.500 0.520 0.520 0.520 0.520 0.520 0.408 0.408 0.408
　　ラジオ・テレビ放送 0.620 0.550 0.500 0.520 0.520 0.520 0.520 0.520 0.345 0.345 0.345
　　その他メディア 0.620 0.550 0.500 0.520 0.520 0.520 0.520 0.520 0.470 0.470 0.470
　通信 0.620 0.550 0.500 0.633 0.633 0.633 0.633 0.633 0.583 0.583 0.583
　　固定電話 0.620 0.550 0.500 0.633 0.633 0.633 0.633 0.633 0.583 0.583 0.583
　　携帯電話 0.620 0.550 0.500 0.633 0.633 0.633 0.633 0.633 0.583 0.583 0.583
　金融サービス 0.787 0.600 0.467 0.363 0.363 0.320 0.312 0.312 0.103 0.103 0.103
　　銀行 0.870 0.800 0.500 0.320 0.320 0.320 0.320 0.320 0.270 0.270 0.270
　　保険 0.620 0.500 0.450 0.333 0.333 0.333 0.308 0.308 0.020 0.020 0.020
　　その他金融 0.870 0.500 0.450 0.437 0.437 0.308 0.308 0.308 0.020 0.020 0.020
　ビジネスサービス 0.589 0.328 0.294 0.114 0.114 0.120 0.120 0.120 0.051 0.051 0.051
　　法律 0.495 0.163 0.175 0.133 0.133 0.133 0.133 0.133 0.083 0.083 0.083
　　会計・監査 0.620 0.550 0.500 0.108 0.108 0.133 0.133 0.133 0.083 0.083 0.083
　　建築 0.620 0.300 0.250 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　技術 0.620 0.300 0.250 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　不動産投資 0.870 0.725 0.675 0.645 0.645 0.645 0.645 0.645 0.237 0.237 0.237
全産業集計 0.668 0.432 0.368 0.302 0.302 0.296 0.285 0.285 0.124 0.124 0.124
出所：OECD.Stat より筆者作成
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表 2．OECD 加盟国・非加盟国の FDI 制限指数（2017 年）
OECD 加盟国
（36 カ国）
第１次産業 第２次産業 第３次産業 全産業
OECD 非加盟国
（32 カ国）
第１次産業 第２次産業 第３次産業 全産業
オーストラリア 0.141 0.096 0.181 0.147 アルバニア 0.160 0.020 0.027 0.049
オーストリア 0.150 0.143 0.066 0.106 アルゼンチン 0.038 0.000 0.049 0.031
ベルギー 0.035 0.023 0.052 0.040
ボスニア・
ヘルツェゴビナ
0.010 0.020 0.041 0.029
カナダ 0.190 0.095 0.194 0.162 ブラジル 0.138 0.025 0.118 0.092
チリ 0.150 0.000 0.060 0.057 カンボジア 0.043 0.019 0.081 0.054
チェコ 0.025 0.000 0.012 0.010 中国 0.375 0.161 0.394 0.316
デンマーク 0.056 0.000 0.045 0.033 コロンビア 0.038 0.007 0.034 0.026
エストニア 0.023 0.000 0.028 0.018 コスタリカ 0.104 0.024 0.043 0.048
フィンランド 0.015 0.020 0.019 0.019 エジプト 0.038 0.079 0.069 0.066
フランス 0.155 0.000 0.033 0.045 マケドニア 0.080 0.009 0.010 0.022
ドイツ 0.069 0.000 0.022 0.023 インド 0.213 0.041 0.321 0.212
ギリシャ 0.079 0.000 0.035 0.032 インドネシア 0.457 0.092 0.409 0.317
ハンガリー 0.000 0.000 0.057 0.029 ヨルダン 0.110 0.116 0.371 0.243
アイスランド 0.241 0.176 0.133 0.167 カザフスタン 0.215 0.040 0.120 0.112
アイルランド 0.135 0.000 0.037 0.043 コソボ 0.000 0.000 0.001 0.001
イスラエル 0.060 0.127 0.134 0.118 キルギス 0.055 0.035 0.127 0.084
イタリア 0.130 0.000 0.057 0.052 ラオス 0.153 0.147 0.231 0.190
日本 0.069 0.005 0.077 0.052 マレーシア 0.295 0.112 0.327 0.253
韓国 0.250 0.060 0.141 0.135 モンゴル 0.093 0.064 0.070 0.072
ラトビア 0.019 0.005 0.032 0.021 モンテネグロ 0.050 0.000 0.038 0.028
リトアニア 0.030 0.005 0.025 0.019 モロッコ 0.169 0.000 0.072 0.067
ルクセンブルク 0.000 0.000 0.007 0.004 ミャンマー 0.208 0.069 0.235 0.177
メキシコ 0.319 0.102 0.195 0.188 ペルー 0.050 0.050 0.103 0.077
オランダ 0.062 0.000 0.008 0.015 フィリピン 0.644 0.180 0.430 0.390
ニュージーランド 0.315 0.190 0.226 0.231 ルーマニア 0.000 0.000 0.016 0.008
ノルウェー 0.156 0.000 0.113 0.085 ロシア 0.157 0.079 0.256 0.182
ポーランド 0.050 0.000 0.125 0.072 サウジアラビア 0.606 0.212 0.384 0.369
ポルトガル 0.006 0.000 0.012 0.007 セルビア 0.035 0.020 0.058 0.042
スロバキア 0.000 0.000 0.098 0.049 南アフリカ 0.010 0.010 0.101 0.055
スロベニア 0.000 0.000 0.015 0.007 チュニジア 0.163 0.056 0.247 0.171
スペイン 0.011 0.000 0.038 0.021 ウクライナ 0.130 0.077 0.151 0.124
スウェーデン 0.138 0.000 0.068 0.059 ベトナム 0.061 0.022 0.212 0.124
スイス 0.000 0.071 0.120 0.083 OECD 加盟国平均 0.095 0.032 0.075 0.065
トルコ 0.013 0.000 0.114 0.059 OECD 非加盟国平均 0.153 0.056 0.161 0.126
英国 0.138 0.000 0.029 0.040 TPP 加盟国平均 0.177 0.075 0.175 0.143





　ここで，2017 年の OECD 加盟国と非加盟国の FDI 制限指数を第 1～3 次産業別及び全











投資自由化の余地が大きいと解釈できる。しかしながら，第 3 次産業の FDI 制限指数も











られるかを考察したい。図 1 は，ドイモイを開始させた 1986 年から 2017 年までの 31 年
間の FDI 残高（折れ線グラフ）の推移を表したものである。これによれば，1986 年は
4079 万ドル（約 44 億円）程度だったが，2017 年には 1294 億 9129 万ドル（約 14 兆円）
を記録し，31 年間で実に約 3174 倍も増加した。また，図 1 には，棒グラフのとおり，
FDI 残高の対 GDP 比率（以下，FDI 残高比率）の推移も併せて示されているが，1986 年
はわずか 0.2% だったが，2017 年には 73.9% にまで増加した。投資自由化が着実に進むと
ともに，その環境も劇的に改善し，FDI が継続的に流入し，外資企業が浸透していった
ことが窺える。
　さらに，ベトナムも含め，前掲のアジア途上国（10 カ国）における 2017 年の FDI 制
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　図 2 のとおり，FDI に対してより規制的にも関わらず，それが国内経済に浸透するよ
うな④に該当する国はない。一方，①は中国，インド，インドネシア，マレーシア，フィ
リピンの 5 カ国となり，これらは，経済規模がある程度大きい，あるいは FDI に対して
より規制的で，国内依存度の高いという状況を見出せる。②はここではミャンマーのみが
図 1．1986～2017 年のベトナムの FDI 残高（左軸）と FDI 残高比率（右軸）の推移
出所：UNCTADSTAT より筆者作成
図 2．2017 年のアジア途上国の FDI 制限指数と FDI 残高比率






ベトナムがこれに相当する。この点を詳細に見ると，2017 年のベトナムの FDI 制限指数
は 0.124，FDI 残高比率が 74.0% であり，FDI 制限指数が抽出可能な開始年の 1997 年の






これら 2 カ国の国内の経済規模を表す実質 GDP（2017 年）を見ると，カンボジアが 182
億 170 万ドル，モンゴルが 124 億 4310 万ドルであり，1752 億 8400 万ドルのベトナムと
比べると，それぞれ 10.3%，7.1% に過ぎず，明らかに経済的には「小国」であるため，あ































た ASEAN はもちろんであるが，特にそれが目立ったのが 2000 年代以降に参入した







い。また，サービス貿易に関する一般協定（GATS）では，第 1 条 2 項でサービス貿易の
提供を 4 つの形態（モード）に分類し，その中の第 3 モード（商業拠点の越境によるサー






　2006 年 11 月に行われた WTO 一般理事会でベトナムの加盟が承認され，同国内の批准




つ，2009 年 1 月から 100% 外資企業の設立を承認するとした（経済産業省（2008））。また，
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ナムは TPP を，WTO よりも高度かつ広範な義務を伴い，将来の FTA のモデル構築を
狙う「新世代の FTA」と位置付け，オーストラリア，ブルネイ，チリ，ニュージーランド，




























トナムの場合は約 10.3% と推計され，例えば，日本の 1.1% やメキシコの 5.6% と比しても
かなり大きく，一定程度の経済的効果は期待できる（Kawasaki（2017））。
（15） ベトナムが TPP に参加できたのは一党独裁であるが故，経済政策の意思決定が迅速だったという点につい











化させた時期が，各国との FTA や EPA の締結はもとより，同国が TPP への交渉参加に
至り，特に投資の自由化を一層進展させたとされる時期と概ね重なっており，それは単な
る偶然ではないと見ている。




た。そこで，2007 年の OECD 閣僚理事会において，ブラジル，中国，インド，インドネ
シア，南アフリカの 5 カ国が「キーパートナ （ーKeyPartners）」と定められたのと同時に，












































ニシアティブとして，2013 年の OECD 閣僚理事会にて，東南アジア地域プログラム
（SEARP：SoutheastAsiaRegionalProgramme）の設置が合意され，翌年の正式発足に































ASEAN 諸国が OECD に関与するようになった。ただ，ベトナムの状況に着目すると，
他国と比して，それらが決して多いとは言えない。その中身を見ても，「メンバー」（17）と






















案されたのを受け，2015 年にはその改訂も合意された（18）。そして，表 5 のとおり，2019
年 4 月時点で，21 カ国の非加盟国において，各政府が PFI を受け入れ，投資環境改善と
（16） 東南アジア地域プログラムの詳細は藤田（2018）で述べられている。
（17） OECD 非加盟国はあらゆる委員会・作業部会への参加を通じて，OECD に関与することができるが，その度



















中でも，OECD との関係をより重視していると見られる。1 回目は，PFI が策定された後
に最初に行われたパイロット事業として2007～08 年に行われ，2009 年に公開に至った。
一方，2 回目は，ASEAN と OECD の関係強化がさらに進んだ 2016～17 年に行われ，
2018 年に公開された。実は，この事実だけでも，特筆するに相応しい点がいくつかある。








表 5．PFI を活用した OECD 投資政策レビュー実施国（2019 年 4 月時点）
実施国 地域 公開年 実施国 地域 公開年
ボツワナ 中東アフリカ 2014 年 モロッコ 中東アフリカ 2010 年
カンボジア アジア太平洋 2018 年 モザンビーク 中東アフリカ 2013 年
コロンビア 中南米 2012 年 ミャンマー アジア太平洋 2014 年
コスタリカ 中南米 2013 年 ナイジェリア 中東アフリカ 2015 年
インド アジア太平洋 2009 年 フィリピン アジア太平洋 2016 年
インドネシア アジア太平洋 2010 年 タンザニア 中東アフリカ 2013 年





2017 年 2016 年
ラオス アジア太平洋 2017 年
ベトナム アジア太平洋
2009 年
マレーシア アジア太平洋 2013 年 2018 年
モーリシャス 中東アフリカ 2014 年 ザンビア 中東アフリカ 2012 年
出所：OECD ウェブサイトより筆者作成
（19） PFI で網羅する政策分野のチェックリストは OECD（2015）に記載されている。
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易協定（AANZFTA）の交渉が 2005 年に開始され，2008 年に妥結，翌年に署名に至った。
日本の場合も，ベトナムとの EPA の交渉が 2007 年に開始し，2008 年に大筋合意され，
同年内には署名に至ったとおり，いずれも 1 回目のレビュー実施時期と概ね重なっている。
一方，2 回目のレビューは AANZFTA の経済協力支援プログラムの枠組みで実施された。




TPP 交渉を通じて，高度な自由化を受諾できたことにより，先進諸国である OECD 諸国
と協議することに対して，さらなる自信を持ち，2 回目の投資政策レビュー実施への意欲
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〔抄　録〕
　本稿では，ベトナムの投資政策の動向を多角的に考察するにあたり，まず，先行研究の
検討や各種統計の活用を交え，1986 年のドイモイ（刷新）と呼ばれる対外開放政策の開
始以降，他のアジア途上国に比べて，投資の自由化と拡大が急速に進んだ経緯を見ていく。
次に，国際経済統合が「外圧」となって，それらをどのように後押したかにつき，2000
年代以降に参入した世界貿易機関（WTO）と環太平洋パートナーシップ協定（TPP）を
事例として考察する。そして，先行研究では殆ど言及はないが，そのような国際経済統合
に参入した経験を有益に活かしつつ，最近は，先進諸国が加盟の大宗を占める経済協力開
発機構（OECD）による投資政策レビューの実施を通じて，より高度な投資環境の構築を
目指してきているのではないかという筆者の仮説に基づき，ベトナムが OECD との関係
を強化した経緯を検証する。その上で，近年は途上国の加盟が見られ，東南アジア地域プ
ログラム（SEARP）も発足するようになってきている中，将来的なベトナムの OECD へ
の加盟の可能性ついても展望を試みたい。
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